
1. 高齢化に伴う収集現場の変化
2. 民間委託の進展と行政の役割
3. 外国人労働者の増加をどう捉えるか
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（2）　グラフでみる日本の統計

1 国土利用の割合（平成28年） 2 経済成長率

資料　国土交通省「土地白書」 [3-1表参照]

3 我が国の人口ピラミッド（平成29年10月１日現在）

[2-4表参照]
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71，72歳：

終戦前後における出生減

51歳：昭和41年の

ひのえうまの出生減

78歳：

日中戦争の動員による

昭和14年の出生減

（万人）

68～70歳:

昭和22年～24年の

第１次ベビーブーム

43～46歳:

昭和46年～49年の

第２次べビーブーム

男 女（歳）

以上

森林 66.3%農地 11.8%

宅地

5.1%

道路 3.7%

水面・河川・水路

3.5%

原野等 0.9% その他 8.6%
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